
                              

 
 

防災県土整備企業常任委員会年間活動計画作成について 

 

  １ 部局所管事項概要調査   

 

５月２３日（金） 防災県土整備企業常任委員会 

    

  ２ 年間活動計画について協議   

  (1) 前期の委員会における委員会活動評価総括表及び部局の所管事項概要

説明の内容等を踏まえ、重点調査項目を選定する。 

  (2) 重点調査項目について、いつ頃、どのような方法（例：執行部説明、    

参考人招致、県内外調査、委員間での議論など）で調査を行うか協議する。 

  (3) 県内外調査の時期、内容について協議する。 

    ※参考：年間活動計画書 

    ※委員会が活動していく中で、年間活動計画に変更が生じた場合は、 

その都度、年間活動計画の修正を委員会で協議する。 

 

  ３ 年間活動計画書の作成   

   ２での議論を踏まえ、正副委員長が年間活動計画書を作成し、委員に  

配付する。 

 

 

 

資料１ 



番号 評価対象取組 取組の方向 評価の視点 平均点

議員間討議の機会は十分に確保されていましたか。

議員間討議の機会を十分に活用しましたか。

議員間討議を通じて合意形成を図るよう努めましたか。

年間活動計画の策定に当たって、委員会で十分に議論を行いましたか。

年間活動計画の内容は適切なものでしたか。

年間活動計画に沿って委員会活動を行いましたか。

重点調査項目の設定に当たって、委員会で十分に議論を行いましたか。

重点調査項目の内容は適切なものでしたか。

重点調査項目について十分な調査・審査を行いましたか。

県内外調査の調査先は適切でしたか。

調査先で十分な調査を実施しましたか。

県内外調査における内容をその後の調査・審査に活用しましたか。

当初予算について十分な調査・審査を行いましたか。

当初予算に議会の意思を反映させるよう、具体的な提言や提案を実施しましたか。

総合計画等について十分な調査・審査を行いましたか。

総合計画等に議会の意思を反映させるよう、具体的な提言や提案を実施しましたか。

個別の行政計画について十分な調査・審査を行いましたか。

個別の行政計画に議会の意思を反映させるよう、具体的な提言や提案を実施しましたか。

番号 評価対象取組 取組の方向 評価の視点 平均点

必要に応じて、参考人招致や公聴会の実施について協議を行いましたか。

参考人招致や公聴会における意見をその後の調査・審査に活用しましたか。

請願審査は適切な方法で実施しましたか（執行部からの意見聴取や紹介議員の出席要求、請
願者の参考人招致など）。

採択した請願の願意の実現に向けて、具体的な取組を行いましたか。（知事等に対する経過報
告等の要求、知事等への申し入れ、意見書の提出など）

〇基本方針　～住民本位の政策決定と政策監視・評価の推進～　　議会の本来の機能である政策決定並びに知事等の事務の執行について監視及び評価を行います。

常任委員会活動 評価総括表

　１　委員会活動の振り返り（委員会討議の結果の概要を記載する）

　２　各委員会（理事）の評点の平均点

委員会名（　防災県土整備企業常任委員会　）　

　議事機関としての議会の機能を十分発揮するため、議員相互間の討議を積極的に行うよう努めます。
　また、効率的かつ効果的な委員会の運営を図るため、委員長会議の開催をはじめとした委員会間の情報共
有・調整及び連合審査会の活用に努めます。

1 委員会審議の活性化 3.9

・国内で災害が多く発生した１年であり、本委員会の果たす役割が大きい中、時宜を得た委員会活動や協議を行うことができて良かった。特に、県外調査で能登半島地震の被災地を現地調査できたことがその後の委員会での
議論に生かすことができ、有意義だった。
・水道料金の見直しについて、活発な議論を行うことができ、委員会審議の活性化につながった。
・県政レポートの調査について、委員の意見を幅広く取り入れた申し入れを知事に対して行うことができ、また、分科会内で意見のあった、債務負担行為を設定するものに新規性がある場合の資料の工夫について、予算決算
常任委員会理事会を通じて執行部に伝える等、より深い議論ができた。

　「重点調査項目」を中心として、所管事項について調査するための県内外調査の予定を年間活動計画で定め
ます。 4.7

〇基本方針　～開かれた議会運営の実現～　議会活動を県民に対して説明する責務を有することに鑑み、積極的に情報の公開を図るとともに、県民が参画しやすい開かれた議会運営を行います。

請願への対応 3.7

　県政の重要な案件又は県民の利害に関わる重要な案件の調査・審査に当たっては、専門的知識を有する者
のほか、利害関係者や県民の意見を反映させるため、必要に応じて参考人の招致や公聴会の開催を行います。

　受理した請願については、主として所管の委員会において、誠実かつ慎重に審査を行います。また、採択した
請願については、必要に応じて、知事等に対しその処理の経過及び結果の報告を求めるほか、国等に対し意見
書を提出するなど、議会として願意の実現に向けた取組を行います。

　「当初予算」については、毎年度、議長を除く全議員参加型の予算決算常任委員会を中心に調査・審査を行い
ます。
　当初予算について、予算編成が始まる前や予算要求の段階から予算調製方針、予算要求状況などの調査・審
査を行います。
　予算決算常任委員会に６つの分科会を設置し、当初予算の詳細な調査・審査を行います。

　総合計画及び「みえ元気プラン」の策定並びに「県政レポート」の作成に合わせて調査・審査を行い、知事への
申し入れを行います。

　個別の行政計画については、改定時期を見据え、基本的には所管の常任委員会で調査・審査を行います。
　議会の議決対象となっている計画については、所管の常任委員会での調査・審査だけでなく、本会議における
議案質疑を行うなど、より詳細な調査・審査等を行い、議決に至るまで一貫して議会が関与します。

県内外調査

2

7

6

5

参考人制度等の活用 -

当初予算に係る調査・審査 4.0

総合計画に係る調査・審査 4.1

個別の行政計画に係る
調査・審査 4.3

4

3

2

1

重点調査項目
　県政で課題となっている項目など、年間を通じて特に調査を行っていく必要がある事項を「重点調査項目」とし
て年間活動計画で定めます。 4.4

年間活動計画 4.1　効率的かつ効果的な委員会の運営を図るため、１年間の活動スケジュール、重点調査項目、県内外調査等の
予定について定める年間活動計画を策定します。

資料２



 

防災県土整備企業常任委員会 活動計画書 （令和７年５月～令和８年５月） 
                                                                           令和７年５月２３日現在 
１ 所管調査事項 
・危機管理及び防災対策の推進について  ・都市計画、住宅、その他土木行政の推進について 

・公共土木施設の整備・維持管理について ・公営企業（病院事業を除く。）の運営について 
 
２ 重点調査項目 
   (1)（※昨年度 能登半島地震をふまえた防災・減災対策） 

(2)（※昨年度 道路・河川・港湾の整備） 
(3)（※昨年度 建設産業の活性化） 
(4)（※昨年度 水道用水・工業用水の安定的な供給） 
 

３ 活動計画表 

重点調査項目 
令和７年 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

令和８年 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 
 

５月 

(1)  
(2)  
(3)  
(4)  
 

＜調査方法＞ 

・当局から説明聴取 

・参考人招致 

・県内外調査 

・委員間討議 

 など 

常任委員会 
所管事項説明
(5/23) 
 
 

常任委員会 

議案の審査、

所管事項の調

査等 

予決分科会 

補正予算等 

(6/18,20) 

県内調査 
(7/29～
31の間) 
 

県内調査 
(8/4 ～ 6
の間) 

県外調査 
(9/2～ 
4の間) 

常任委員会 

議案の審査、

所管事項の調

査等 

予決分科会 

補正予算等

(10/15,17) 
 

 

予決分科会 

令和６年度歳入歳

出決算、所管事項

の調査（当初予算

編成に向けての基

本的な考え方）

(11/7) 

常任委員会 

議案の審査、

所管事項の調

査等 

予決分科会 

補正予算等 

(12/10,12) 

  

 
常任委員会 

議案の審

査、所管事

項の調査等 

予決分科会 

当初予算、

補正予算等 

(3/●,●) 

  

 

執行部の主な予定  令和７年版県

政レポート

（案） 

   一般会計・特

別会計決算 

令和８年度行

政展開方針

（案） 

当初予算編成

に向けての基

本的な考え方 
 

 当初予算要求 

状況 

 
 

 当初予算案 

 

 

令和８年度
行政展開方
針 
 
 

  

 
４ 県内外調査について 
(1)県内調査 

７月２９日～７月３１日の間（日帰り）  ○○の取組等の調査を行う。 
８月 ４日～８月 ６日の間（日帰り）  ○○の取組等の調査を行う。 

   
(2)県外調査 

重点調査項目を中心として、他県の先進的な取組について調査を行うことができる。 
実施する場合は９月２日（火）～９月４日（木）（２泊３日以内） 
 

資料３ 



  

防災県土整備企業常任委員会 過去５か年の重点調査項目 

 

【令和６年度】 

（１）能登半島地震をふまえた防災・減災対策について 

（２）道路・河川・港湾の整備について 

（３）建設産業の活性化について 

（４）水道用水・工業用水の安定的な供給について 

 

【令和５年度】 

（１）防災・減災対策について 

（２）道路整備の着実な推進について 

（３）建設産業の活性化について 

（４）水道用水・工業用水の安定的な供給について 

 

【令和４年度】 

（１）防災・減災対策について 

（２）次世代につなぐ道路整備と交通安全対策について 

（３）ポストコロナを見据えた地域づくりについて 

（４）水道及び工業用水道の耐震化・老朽化対策について 

 

【令和３年度】 

(１) 新型コロナウイルス感染症等に係る危機管理について 

(２) 防災・減災対策について（※防災対策部関係及び県土整備部の 

「『防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策』５年後の 

達成目標」を含む。） 

(３) 建設産業の活性化について 

(４) RDF焼却・発電事業の総括について 

 

【令和２年度】 

  （１）新型コロナウイルス感染症等に係る危機管理について         

（２）防災・減災対策について 

（３）道路整備について 

（４）建設産業の活性化について 

資料４

月 



 

                          

平成 19年 12月 19日  代表者会議決定 

平成 21年  5月 8日  代表者会議決定 

平成 23年  5月 9日 各派世話人会決定 

令和 ３年 10月 29日   代表者会議改正 

 

 

委員会の県内外調査について 

 

（県内調査） 

常任委員会    原則として日帰り調査を２回程度実施 

特別委員会    日帰りの調査を適宜実施することができる。 

 

 

（県外調査） 

常任委員会    ２泊３日以内の行程で１回実施することができる。 

特別委員会    １泊２日以内の行程で１回実施することができる。 

議会運営委員会  ２泊３日以内の行程で１回実施することができる。 

 

 

ただし、新型コロナウイルス感染症その他重大な感染症のまん延を防止する

ために必要があるときや大規模な災害その他の緊急事態が発生するなど現地で

の調査が困難となった場合は、各委員会の判断で、適宜オンラインを活用した

リモート形式で実施することができる。 

 

資料５ 


